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宇都宮市中央卸売市場賑わいエリア整備事業  

基本協定書（案） 

 

宇都宮市（以下「甲」という。）と，○○○○○（以下「乙」という。なお，乙を構成する個々の法人

を「構成法人」といい，うち〇〇〇〇〇を「代表法人」という。）は，宇都宮市中央卸売市場賑わいエリ

ア整備事業（以下「本事業」という。）に関して，事業の実現と持続的な運営の確保に向け，次のとおり

基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。  

  

（用語の定義） 

第１条 本協定において使用する用語の定義は，別段の定めがある場合を除き，次に掲げるとおりとし，

本協定に定めがない場合は，本事業の実施に関して甲が作成し，令和５年７月２５日に公表又は配布

された募集要項（以下「募集要項」という。）において定められた用語の定義による。 

⑴  「募集要項等」とは，募集要項並びに募集要項に添付された事業者選定基準書，様式集，基本

協定書（案），事業用定期借地権設定契約書に係る条件規定書（案）その他添付資料及び甲が開示

した物件調書その他の関連図書並びにこれらについて募集要項の公表又は配布と同時又は事後に

行われた甲による補足説明書の総称をいう。 

⑵  「募集要項等に関する質問回答書」とは，募集要項等に関して提出された質問書に基づき甲が

作成し，令和５年●月●日及び令和５年●月●日に公表した回答書をいう。 

⑶  「事業提案書等」とは，乙が募集要項等の規定に従い甲に対して提出した本事業に関する事業

提案書及び当該事業提案書を詳細に説明する目的で乙が作成して甲に提出し受理された説明書又

は補足文書の一切の総称をいう。 

⑷  「本件土地」とは，物件調書記載の，特別目的会社（次条で定める。以下同様）が甲より本条次

号に規定する定期借地契約に基づき借り受ける又は使用許可を受ける，本事業の用に供する土地

をいう。また，本件土地のうち，本条次号に規定する定期借地契約に基づき借り受ける土地を「本

件土地１」，使用許可を受ける土地を「本件土地２」という。 

⑸  「定期借地契約」とは，甲を賃貸人，特別目的会社を賃借人とした，本件土地に関する事業用

定期借地権設定契約をいう。 

⑹  「提案施設」とは，本件土地１上に整備する，募集要項に記載の土地利用計画条件を踏まえた

施設並びにこれに付属する設備，機器及び造作等の一切をいう。 

⑺  「既存施設」とは，本件土地上に現存する建物及び工作物（地下躯体を含むが，農業用水路及

び非常用貯水槽を除く。）をいう。 

⑻  「役員」とは，会社にあっては会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項

第３号に規定する役員をいい，会社以外の法人その他の団体にあっては会社の役員に準じる立場

にある者をいう。 
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（特別目的会社の設立） 

第２条 乙は，本協定の締結後，定期借地契約の締結までに，募集要項等，事業提案書等及び次に掲げ

る定めに従い，本事業の遂行を目的とする会社（以下「特別目的会社」という。）を適法に設立し，設

立登記の完了後，速やかに設立時取締役を特別目的会社から甲に通知させる。その後，取締役の改選

（再任を含む）がなされた場合も同様とする。なお，乙は，特別目的会社の登記完了後，速やかにそ

の登記事項証明書（「履歴事項全部証明書」，「現在事項全部証明書」のいずれかに限る。）又は商業登

記簿謄本並びに認証済み原始定款の原本証明付き写し及び株主名簿の原本証明付き写しを甲に提出

する。 

⑴ 特別目的会社は，会社法（平成１７年法律第８６号）に定める株式会社とし，宇都宮市内に設立

する。 

⑵ 特別目的会社の資本金は，事業提案書等に示された金額以上とする。 

⑶ 特別目的会社を設立する発起人には，事業提案書等に示された出資者以外の第三者を含めてはな

らない。 

⑷ 特別目的会社の定款の目的には，本事業に関連のある事業の実施のみを記載する。 

⑸ 特別目的会社は，会社法第１０７条第２項第１号イに定める事項について定款を定めることによ

り，特別目的会社の全部の株式を譲渡制限株式とする。ただし，会社法第１０７条第２項第１号ロ

に定める事項，会社法第１３９条第１項ただし書に定める事項及び会社法第１４０条第５項ただし

書に定める事項については，特別目的会社の定款に定めてはならない。 

⑹ 特別目的会社は，会社法第１０８条第１項に定める「内容の異なる二以上の種類の株式」を発行

してはならない。 

⑺ 特別目的会社は，会社法第１０９条第２項に定める「株主ごとに異なる取扱いを行う旨」を定款

に定めてはならない。 

⑻ 特別目的会社は，募集株式の割当てに関する会社法第２０４条第１項に定める決定について，事

業者の定款に会社法第２０４条第２項ただし書に定める別段の定めを定めてはならない。 

２ 前項の場合，構成法人は，必ず特別目的会社に出資しなければならない。また，設立時から契約期

間の終了時までを通じて，代表法人の出資比率は出資者中最大となるものとする。 

３ 乙は，特別目的会社の設立後速やかに，特別目的会社の発行済株式総数及び議決権総数並びに各構

成法人の持ち株数及び議決権数を甲に報告し，事業予定者の株主名簿の原本証明書付写しを甲に提出

する。 

 

（株式の譲渡） 

第３条 構成法人は，その保有する特別目的会社の株式を第三者（特別目的会社の他の株主を含む。）に

対して譲渡し，担保権を設定しまたはその他の処分を行う場合には，事前に書面による甲の承諾を得

なければならない。 

２ 構成法人は，前項に従い甲の承諾を得て特別目的会社の株式に担保権を設定した場合には，担保権

設定契約書の写しをその締結後速やかに甲に提出するものとする。 

３ 出資者となる構成法人は，特別目的会社の設立時及び増資時において，別紙１の様式による出資者
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誓約書を甲に提出するものとする。 

４ 出資者となった構成法人は，定期借地契約期間中において，甲の事前の書面による承諾なく，出資

比率を変更できないものとする。 

 

（契約期間中のその他の業務） 

第４条 乙は，特別目的会社をして，次に掲げる事項に従わせなければならない。ただし，甲の書面に

よる事前の承諾を得た場合は，この限りでない。 

⑴ 特別目的会社は，会社法第７４３条に定める組織変更を行わないこと。 

⑵ 特別目的会社は，他の株式会社の株式を取得しないこと。 

⑶ 特別目的会社は，他の合名会社，合資会社又は合同会社の社員とならないこと。 

⑷ 特別目的会社は，会社法第４６６条に定める定款変更を行わないこと（すなわち，第２条第１項

各号の内容に反することとなる定款の変更をしてはならないほか，設立時に定めた定款を変更しな

いこと）。 

⑸ 特別目的会社は，会社法第４４７条に定める資本金の額の減少を行わないこと。 

⑹ 特別目的会社は，会社法第７４８条に定める合併，会社法第７５７条に定める吸収分割，会社法

第７６２条に定める新設分割，会社法第７６７条に定める株式交換又は会社法第７７２条に定める

株式移転を行わないこと。 

⑺ 特別目的会社は，会社法第４６７条に定める事業譲渡を行わないこと。 

⑻ 特別目的会社は，解散しないこと。 

 

（準備行為） 

第５条 乙は，特別目的会社の設立の前後を問わず，また，本事業において締結予定の定期借地契約が

公正証書により締結される前であっても，自己の費用と責任において，本事業に関するスケジュール

を遵守するために，甲と協議の上，甲の承諾を得た事項について準備行為を行うことができ，甲は，

必要かつ可能な範囲で，乙の準備行為に協力する。 

２ 乙は，前項に定める準備行為の結果を，特別目的会社の設立後速やかに，特別目的会社に引き継ぐ。 

 

（代表法人の義務） 

第６条 代表法人は，本事業が円滑に実施されるよう，甲と乙ないし乙の構成法人との調整及び乙の構

成法人間の調整業務等を行う。  

２ 代表法人は，本事業に係るすべての契約協議において，甲との調整・協議等における窓口となるほ

か，すべての契約締結業務に関して責任を負うものとする。 

３ 代表法人は，本事業において乙又は乙の構成法人が負う，甲に対するすべての責務について，連帯

して責任を負う。  

 

（乙又は構成法人の参加資格要件喪失） 

第７条 本協定締結時から，本事業において締結予定の定期借地契約が公正証書により締結されるまで
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の間に，乙又は乙の構成法人が，募集要項に規定する「参加資格要件」を欠く事態が生じた場合には，

甲は，定期借地契約の全部若しくは一部を締結せず，又は，何らの催告なく，本協定，定期借地契約

の全部若しくは一部を解除することができる。 

２ 乙は，前項に基づく解除等に関し，損害が発生しても損害賠償ないしは補償，追加費用その他名目

の如何を問わず，甲に何らの請求もすることができない。 

３ 第１項の場合であっても甲がやむを得ないと認めた場合は，乙は，甲の承認を条件として「参加資

格要件」を欠く構成法人の変更ができるものとする。ただし，代表法人の変更は認められない。 

４ 定期借地契約の締結後，乙の構成法人が，本協定又は定期借地契約に定める債務の全部又は一部を

履行できない場合，代表法人は，甲の承認を得て，代替となる構成法人を選定する等，本事業の継続

に努めることとする。 

 

（契約上の地位の移転） 

第８条 乙は，本協定及び定期借地契約等の関連契約に別段の定めがある場合を除き，甲の事前の書面

による承諾がない限り，本協定及び定期借地契約等の関連契約上の地位及び権利義務を第三者に対し

て譲渡移転し若しくは特別目的会社をして移転させ，又はその他の処分をし若しくは特別目的会社を

して処分させてはならない。 

 

 （本事業の履行） 

第９条 乙は，募集要項等に定める各事項を遵守し，募集要項等に関する質問回答書，事業提案書等及

び関係法令に従って本事業を実施する。  

２ 乙は，事業提案書等に記載された提案施設の供用開始日を基本に，乙の費用と責任において別紙２

に示す本事業に関するスケジュールを遵守し，既存施設の解体・撤去及び提案施設の建設を完了し，

供用を開始するものとする。 

３ 乙は，社会環境・情勢等の変化及び行政協議・関係者調整により，公益上等の観点からやむを得ず

変更の必要が生じた場合で，かつ書面により甲の事前承認を得た場合を除き，事業提案書等の内容を

変更することはできない。 

４ 甲は，乙に対し，公益上必要と認める場合は，合理的な範囲内で事業提案書等の内容の変更を求め

ることができる。 

５ 乙による既存施設の解体・撤去並びに提案施設及び外構の設計，施工，維持管理及び運営について，

甲は何らの費用及び損害についても負担しない。 

６ 甲及び乙は，本協定締結後，本協定の内容を踏まえて，速やかに，定期借地契約の締結に向けて協

議を行い，その後，借地借家法（平成３年法律第９０号）第２３条第２項に定める事業用定期借地権

設定契約を締結したときに，定期借地契約の効力を発生させることを確認する。 

７ 前項に規定する定期借地契約は，乙が，宇都宮市中央卸売市場業務条例（昭和４９年条例第５７号。

以下「業務条例」という。）第２０条第１項に基づく宇都宮市長の許可を得た後，令和●年●月●日ま

でに公正証書により締結するものとする。 

８ 乙は，物件調書記載の特記事項への対応も含め，事業提案書等の地代（以下「地代」という。【「地
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代」は、募集要項等に示す「希望地代」に該当します。】）を算定したことを乙が確認する。 

９ 乙は，本事業の実施にあたり業務条例，宇都宮市中央卸売市場業務条例施行規則（昭和５９年宇都

宮市規則第４２号）（以下「規則」という。），宇都宮市中央卸売市場における民間による施設整備要綱

（平成１６年１２月１日）（以下「整備要綱」という。）及び宇都宮市中央卸売市場の業務の運営に関

する要綱（令和２年６月２１日）（以下「運営要綱」という。）その他の甲の条例・規則・要綱等を遵

守し，特別目的会社をして遵守させるものとする。 

１０ 乙は，甲が行う本事業に関する住民説明や，議会対応などに関し，甲の要請があった場合は，資

料作成や会議への出席等に協力しなければならない。 

１１ 乙は，本事業の実施に関して疑義を生じたときは，速やかに甲と協議を行い，誠実にこれに対処

する。 

  

（責務） 

第１０条 乙は，次に定める各々の責務のもと，本事業を実施するものとする。  

⑴ 乙は，本件土地の開発に際し，本協定締結後速やかに「事業計画書」を，建築確認申請を行う前

に「建築計画概要書」を甲に提出し，承認を得なければならない。この場合において「事業計画

書」及び「建築計画概要書」は，公募手続き等において提案した事業内容を遵守しなければなら

ない。ただし，社会環境・情勢等の変化及び行政協議・関係者調整により，公益上等の観点から

やむを得ず変更の必要が生じた場合で，かつ書面により甲の事前承認を得た場合は，この限りで

ない。 

⑵ 乙は，本件土地の開発に際し，甲の承認を得た「事業計画書」及び「建築計画概要書」を遵守しな

ければならない。ただし，社会環境・情勢等の変化及び行政協議・関係者調整により，公益上等

の観点からやむを得ず「事業計画書」及び「建築計画概要書」を変更する必要がある場合で，変

更後の「事業計画書」及び「建築計画概要書」を遅滞なく書面により甲に届出し，書面により甲

の事前承認を得た場合は，この限りでない。その場合，乙は，本件土地の開発において，変更後

の「事業計画書」及び「建築計画概要書」の内容を遵守しなければならない。 

⑶ 乙は，建築確認を終えた後に，提案施設に関する設計図書を，遅滞なく甲に提出しなければなら

ない。 

⑷ 工作物の取り壊し及び設置や，提案施設の整備及び運営について，隣接する不動産の所有者と協

議が必要となった場合は，乙が当該権利者と協議を行うものとし，これによって費用負担が発生

した場合は，乙の負担とする。 

⑸ 提案施設の一部を第三者に賃貸する場合は，借地借家法第３８条に定める定期建物賃貸借とし，

借地期間の満了に係る提案施設の解体撤去等原状回復に要する期間を勘案して適切な時期に終了

する契約とするほか，募集要項等及び事業提案書等に従った契約条件とし，賃借人に募集要項及

び事業提案書等の内容を遵守させること。  

⑹ 乙が提案施設の全部又は一部を第三者に譲渡する場合，また，これに伴い本件土地１を転貸する

ときは，事前に書面により甲の承諾を得ることとする。 

⑺ 前号の規定により，乙が第三者に対し提案施設の譲渡及び本件土地１の転貸を行う場合，乙は，
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当該第三者との間の契約で，提案施設が事業用定期借地権を設定した土地の上に建設されている

ものであり，当該事業用定期借地権は定期借地契約の終了時に消滅し，提案施設を取り壊すこと

を明示するとともに，譲渡・転貸する提案施設及び本件土地１に付随する一切の権利義務を承継

することを約定するものとする。また，当該第三者と締結する賃貸借契約は，借地借家法第２３

条第２項に基づく事業用定期借地権を設定するものとしなければならず，かつ，その契約期間は，

定期借地契約の貸付期間を超えてはならない。なお，提案施設の譲渡又は本件土地１の転貸によ

り，本協定で定める甲の負担を超えて甲が負担を負うこととなった場合，本協定で定める範囲を

超えた負担については，乙が負担するものとする。 

⑻ 乙は，本協定の履行に当たり，宇都宮市暴力団排除条例（平成２３年条例第３７号）第２条第４

号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）又は同条第５号に規定する密接関係者（以

下「暴力団員等密接関係者」という。」から暴力団を利することとなるような社会通念上不当な要

求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けたときは，直ちに甲に

報告するとともに，警察に届け出るものとする。 

⑼ 乙は，協力法人等が暴力団員等又は暴力団員等密接関係者から不当介入を受けたときは，直ちに

甲に報告するとともに，協力法人等に対して，警察に届け出るよう指導しなければならないもの

とする。 

 

（本事業に関する報告等） 

第１１条 甲は，提案施設及び外構の維持管理・運営について，必要があると判断した場合は，その理

由を添えて乙に報告を求めることができるものとし，乙は最大限これに協力しなければならない。 

２ 乙は，特別目的会社をして，会社法（平成１７年法律第８６号）上作成が要求される各事業年度の

決算期に係る財務諸表を，確定後１か月以内に甲に提出させなければならない。甲は，必要があると

認める場合，当該財務諸表を公表することができる。 

 

（許認可・届出等） 

第１２条 乙は，自らの責任及び費用負担で，本事業の実施に必要な一切の許認可の取得及び届出等を

行い，これを維持するものとする。ただし，甲が本事業の実施のために許認可の取得又は届出等をす

る必要がある場合には，甲が必要な措置を講じるものとし，甲が当該措置について乙に協力を求めた

場合は，乙はこれに応じるものとする。 

 

（近隣関係） 

第１３条 乙は，自らの責任及び費用負担で，本事業の実施に伴い近隣の住民及び環境に与える悪影響

を最小限にするよう対策を講じるとともに，近隣住民等と調整を行わなければならない。甲は，合理

的範囲内でこれに協力するものとする。なお，乙は本項に基づく対策及び近隣住民との調整を実施す

るにあたり，事前にその内容及び実施時期等を甲に通知し確認を得なければならない。 

２ 甲は，本事業の実施そのものに反対することを目的とする意見及び要望等については，甲の責任及

び費用負担でこれに対処しなければならない。乙は，合理的範囲内でこれに協力するものとする。 
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（環境問題） 

第１４条 乙は，本事業の実施について乙の責めに帰すべき事由により有害物質の排出・漏洩，騒音，

振動及び臭気等の環境問題が生じた場合には，自らの責任及び費用負担で，これに対処しなければな

らない。 

 

（甲に対する通知義務） 

第１５条 乙は，次の各号のいずれかに掲げる事由が生じたときは，直ちに，その旨を甲に書面で通知

しなければならない。 

⑴ 住所，名称，定款，代表者又は主たる事務所の所在地を変更したとき。 

⑵ 解散の決議を行い又は解散命令を受けたとき。 

⑶ 滞納処分，強制執行，仮差押え若しくは仮処分又は競売の申立てを受けたとき。 

⑷ 破産手続開始，民事再生手続開始，会社更生手続開始，特別清算開始又はこれに類似する倒産手

続開始の申立て（日本国外における同様の申立てを含む。）があったとき，又はこれらの手続が開始

されたとき。 

⑸ 手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

⑹ 別紙２に示す本事業に関するスケジュールに従った業務の実施が不可能であることが明らかに

なったとき。 

⑺ 本件土地が損傷したとき。 

 

（協定の解除等） 

第１６条 甲は，次に定める事項に乙又は特別目的会社が該当すると認められる場合は，本協定を解除

することができる。ただし，甲が必要であると認めた場合には，乙はあらかじめ甲と事業の継続方法

等について協議を行わなければならない。 

⑴ 本事業に関する事業者募集（以下「本プロポーザル」という。）への応募及び提案の応募申込みに

際して虚偽の記載をした場合 

⑵ 乙が本協定で定める債務の全部又は一部を履行せず，かつ甲が催告をしても履行がされる見込み

がないと甲が判断した場合 

⑶ 特別目的会社が定期借地契約で定める債務の全部又は一部を履行せず，かつ甲が催告をしてもこ

れを是正しない場合 

⑷ 本件土地における定期借地契約が解除となった場合 

⑸ 乙又は特別目的会社が支払不能を表明した場合，解散若しくは営業停止，民事再生手続の申立て

（自己申立てを含む。），破産手続開始，会社更生手続開始，会社整理の開始，又は特別清算開始

の申立て（自己申立てを含む。）その他これらに類する法的倒産処理手続の申立てがあった場合，

手形交換所の取引停止処分を受けた場合 

⑹ 乙又は特別目的会社について事業譲渡の決議がされた場合，強制執行の申立て，競売申立て，又

は仮処分の申立てを受けた場合 
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⑺ 乙又は特別目的会社が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当した場合 

⑻ 乙又は特別目的会社が暴力団員等又は暴力団員等密接関係者に該当すると認められた場合 

⑼ 本プロポーザルに関し，次のいずれかの事由が生じた場合 

① 本プロポーザルに関し，乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し，又は乙のいずれかが構

成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより，公正取

引委員会が当該企業に対し，独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において

準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行

い，当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規

定により取り消された場合を含む。）。 

② 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの

命令が乙又は乙が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）に対して行われたと

きは，乙等に対する命令で確定したものをいい，乙等に対して行われていないときは，各名

宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令

又は排除措置命令」という。）において，本プロポーザルに関し，独占禁止法第３条又は第８

条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

③ 納付命令又は排除措置命令により，乙等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された

場合において，本プロポーザルが，当該期間（これらの命令に係る事件について，公正取引

委員会が乙に対し納付命令を行い，これが確定したときは，当該納付命令における課徴金の

計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に行われたものであり，かつ，本事

業が，当該取引分野に該当するものであるとき。 

④ 本プロポーザルに関し，乙（法人にあっては，その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４

０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しく

は第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

⑤ 前各号に規定するもののほか，乙又は乙の役員若しくは乙の使用人が，独占禁止法，刑法第

９６条の６又は同法第１９８条の規定に該当する違法な行為をしたことが明らかになった

とき。 

⑽ その他本協定を継続することができない事由が発生し，乙が書面により協定の解除を申し出た場 

合 

２ 前項の規定により甲が本協定及び定期借地契約を解除した場合の本件土地及び提案施設の取扱い

については，定期借地契約の定めるところによる。 

３ 第１項の規定により甲が本協定及び定期借地契約を解除した場合，乙又は特別目的会社が負担した

設計費用，建設費等，必要経費その他一切の費用を，甲は負担しない。 

４ 不可抗力又は法令変更により，長期にわたる事業停止等が生じ，又は事業実施に過大な追加費用が

発生する等事業の継続が困難であると認められる場合に，甲乙間で協議の上，事業を終了し，本協定
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を解除することができる。この場合，当該事態の発生時点における施工状況及び事業実施状況等を鑑

み，甲乙間の協議により，提案施設の取扱いを決定するものとする。 

 

（秘密保持） 

第１７条 甲及び乙は，本事業に関して知り得たすべての情報について守秘義務を負い，当該情報を第

三者に開示又は漏えいしてはならず，本事業の目的以外に使用してはならない。ただし，次の各号の

いずれかに該当する場合は，この限りでない。 

⑴ 公知の情報である場合 

⑵ 甲及び乙が守秘義務の対象としない情報であることを承諾した場合 

⑶ 裁判所により開示が命じられた場合 

⑷ 甲が，宇都宮市情報公開条例（平成１２年条例第１号）に基づき開示義務を負う場合 

⑸ 弁護士その他本事業に係るアドバイザー，出資者及び協力法人に守秘義務を課して開示する場合 

⑹ 本事業の遂行に係る資金調達に関して契約上守秘義務を負う金融機関と協議を行う場合 

⑺ その他法令に基づき開示する場合 

２ 乙は，本事業の業務を遂行するに際して知り得た，甲が貸与するデータ及び資料等に記載された個

人情報並びに当該情報から乙が作成した個人情報（以下，本条において，これらを総称して「個人情

報」という。）を，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び宇都宮市個人情報保

護法施行条例(令和４年条例第３１号)を遵守して取扱い又は特別目的会社をして取り扱わせる責務

を負う。 

３ 前項に定めるほか，乙は，本事業に関する個人情報の保護に関する事項につき，甲の指示に従う。 

４ 乙は，その役員，従業員，代理人若しくはコンサルタント，出資者，本事業に関連して資金を提供

している金融機関又は協力法人に対し，第１項及び第２項の義務を遵守させるものとし，そのための

適切な措置を講じるものとする。 

５ 本条に定める乙の義務は，本協定終了後も存続し，乙の役員，従業員，代理人若しくはコンサルタ

ント，出資者，本事業に関連して資金を提供している金融機関又は協力法人がその地位を失った場合

であっても免れない。 

 

（違約金） 

第１８条 乙は，乙の責めに帰すべき事由により本協定が解除となった場合は，特別目的会社が定期借

地契約に基づく違約金を負担するか否かにかかわらず，本件土地１にかかる地代１か年分に相当する

額を違約金として甲の指定する期間内に甲に支払う。なお，第１６条第１項第７号から第９号までの

規定により本協定が解除された場合においては，違約金は本件土地１にかかる地代２か年分に相当す

る額とする。 

２ 前項に定める違約金は，第１９条に定める損害賠償額が同項の違約金の額を超える場合において，

その超過分につき，損害賠償の請求を妨げるものではない。 
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（損害賠償） 

第１９条 乙は，次に定める場合において，甲に損害があるときは，その損害を賠償しなければならな

い。 

⑴ 乙が本協定に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたとき。 

⑵ 甲が第１６条第１項の規定により本契約を解除したとき。 

 

（有効期間） 

第２０条 本協定の有効期間は，本協定が締結された日から開始し，本協定に基づく定期借地契約が満

了し，若しくは解除された日までの期間とする。ただし，定期借地契約の締結に至らなかった場合は，

定期借地契約の締結不調が確定した日をもって，本協定の定めは，第１７条を除き，すべて失効する

ものとする。 

   

（本協定に定めのない事項）  

第２１条 本協定に定めのない事項が生じた場合，又は本協定に関し疑義が生じた場合は，その都度，

甲及び乙が誠実に協議して定めるものとする。  

 

（準拠法及び管轄裁判所） 

第２２条 本協定は，日本国の法令に従い解釈されるものとし，本協定に関する一切の紛争につき第一

審の専属的合意管轄裁判所は宇都宮地方裁判所とする。 
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  以上の証として 本基本協定書を二通作成し，甲及び乙（法人グループにあっては代表法人及び構

成法人）がそれぞれ記名押印の上，それぞれが各一通を保有する。 

 

 

    令和   年   月   日 

 

 

甲    宇都宮市旭１丁目１番５号 

宇都宮市 

     代表者 宇都宮市長 佐藤 栄一  印 

 

 

乙   （代表法人） 

住 所 

     商 号 

代表者     印 

 

    （構成法人） 

住 所 

商 号 

代表者     印 
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別紙１ 出資者誓約書の様式 

 

令和  年  月  日 

 

宇都宮市長 佐藤 栄一 様 

 

出 資 者 誓 約 書 

 

宇都宮市と〔代表法人名〕，〔構成法人名〕，〔構成法人名〕及び〔構成法人名〕の間において，令和

〔 〕年〔 〕月〔 〕日付で締結された本協定に基づき，〔特別目的会社名〕（以下「特別目的会

社」といいます。）の株主である当社らは，本日付をもって宇都宮市に対して下記の事項を連帯して誓

約し，かつ表明及び保証いたします。なお，特に明示のない限り，本出資者誓約書において用いられ

る用語の定義は，本協定に定めるとおりとします。 

 

記 

１ 特別目的会社が，令和〔 〕年〔 〕月〔 〕日に会社法上の株式会社として適法に設立され，

本日現在有効に存在すること。 

 

２ 特別目的会社の本日現在における発行済株式総数は［     ］株であり，うち［    ］株

を［    ］ が，［    ］株を［    ］が，及び［     ］株を［ 

  ］が，それぞれ保有しており，定期借地契約の期間中において，宇都宮市の事前の書面に

よる承諾なく，出資比率を変更しないこと。 

 

３ 特別目的会社の本日現在における株主構成は，本協定における構成法人及び協力企業により全議

決権が保有され，かつ，本協定における代表法人である［     ］の出資比率は出資者中最

大となっていること。 

 

４ 当社らは，定期借地契約の終了までの間，特別目的会社の株式を保有するものとし，宇都宮市の

事前の書面による承諾がある場合を除き，譲渡，担保権の設定その他一切の処分（合併・会社分

割等により包括承継させることを含む。）を行わないこと。また，当社らの一部の者に対して当社

らが保有する特別目的会社の株式の全部又は一部を譲渡する場合においても，宇都宮市の事前の
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書面による承諾を受けて行うこと。 

  

５ 当社らは，宇都宮市の事前の書面による承諾を受けた上で，当社らが保有する特別目的会社の株

式に担保権を設定した場合には，担保権設定契約書の写しをその締結後速やかに宇都宮市に対し

て提出すること。 

 

６ 当社らは，定期借地契約に規定される解除原因が発生している，又は，発生するおそれがある

等，宇都宮市が本事業の遂行状況に問題が発生していると判断した場合，宇都宮市の要求に従っ

て，宇都宮市と特別目的会社との協議に参加し，特別目的会社に関する情報を宇都宮市に提供す

ること。 

 

７ 当社らは，定期借地契約上の宇都宮市と特別目的会社の債権債務関係が終了してから１年と１日

を経過するまで，特別目的会社について，解散又は破産手続，民事再生手続，会社更生手続その

他倒産手続の申立てを行わないこと。 

 

８ 当社らが，本事業に関して知り得たすべての情報について守秘義務を負い，宇都宮市の事前の書

面による承諾を受けた場合を除き，当該情報を第三者に開示しないこと。 

 

（代表法人） 

住 所 

商 号 

代表者         印 

 

（構成法人） 

住 所 

商 号 

代表者         印 

 

（構成法人） 

住 所 

商 号 

代表者         印 
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別紙２ 本事業に関するスケジュール 

 

（乙が事業提案書等で提案したスケジュールを記載する。） 

 

 


